
総務委員会議案説明資料 

令和５年９月２５日 

件  名 頁 

１ 第１０７号議案 足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の 

一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

２ 第１０８号議案 公益的法人等への足立区職員の派遣等に関する条例の 

一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

３ 第１０９号議案 足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例・ ８ 

４ 第１１０号議案 足立区職員の特殊勤務手当に関する条例の 

一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・・・１１

５ 第１１１号議案 旧江北小学校解体その他工事請負契約・・・・・・・・１４

６ 第１１２号議案 理科教育設備品の購入について・・・・・・・・・・・１６

７ 第１２８号議案 本庁舎７号エレベーターほか５基昇降機改修工事 

請負契約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

８ 第１２９号議案 中央本町地域学習センター大規模改修工事請負契約・・１９ 

９ 第１３０号議案 中央本町地域学習センター大規模改修電気設備工事 

請負契約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

１０ 第１３１号議案 中央本町地域学習センター大規模改修機械設備工事 

請負契約・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２



１１ 第１３２号議案 竹ノ塚駅西口駅前広場暫定整備及び 

区画街路第１４号線街路部整備工事請負契約・・・・・２３

１２ 第１３３号議案 災害備蓄用アルファ化米等の購入及び 

入れ替えについて・・・・・・・・・・・・・・・・・２５

１３ 第１３４号議案 南館地下１階非常用照明用蓄電池の買替について・・・２６

（総 務 部） 



第１０７号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内  容 

１ 概要 

東京都及び他区の状況を踏まえ、妊娠から育児までの期間に職員が活用

できる制度の充実の一環として、「早期流産休暇」を導入することとした

ため、条例の一部を改正する。 

２ 改正内容 

特別休暇に「早期流産休暇」を追加することに伴う規定整備を行う。 

（１）休暇の内容

妊娠初期において流産した女性職員が安静加療を要するため、又は母

体の健康保持もしくは心身の疲労回復に係る休養のため、勤務すること

が困難な場合に利用可能な休暇。 

（２）給与の取扱い

有給とする。

（３）承認単位

日を単位として、流産した日の翌日から起算して引き続く７日以内を

原則とする。 

（４）請求時の要件

請求時には、医師の証明書等を示さなければならない。

※ 詳細については別途規則で定める。

３ 新旧対照表 

別紙のとおり 

４ ２３区等の導入状況 

早期流産に対応する休暇については、令和５年７月時点で２３区中９区

に導入済みである。 

また、東京都も導入済みであるが、国については未導入となっている。 
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５ 本件検討の背景 

令和４年度、区職労からの年次要求にて「早期流産休暇」の追加に関す

る要求があり、これに対し、令和５年度中の実現に向け検討する旨回答し

た。 

今年度、検討に向けて他区の状況等を調査し結果を整理したので、今定

例会に提出する。 

６ 施行年月日 

令和５年１０月１日 
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足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 ○足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例 

平成10年３月31日条例第２号 平成10年３月31日条例第２号 

第１条から第14条まで 省略 第１条から第14条まで 現行のとおり 

（特別休暇） （特別休暇） 

第15条 任命権者は、職員が選挙権の行使、結婚、出産その他の特別の事由

により、勤務しないことが相当である場合における休暇（以下「特別休暇」

という。）として、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る休暇を承認するものとする。 

第15条 任命権者は、職員が選挙権の行使、結婚、出産その他の特別の事由

により、勤務しないことが相当である場合における休暇（以下「特別休暇」

という。）として、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定め

る休暇を承認するものとする。 

(１) 地方公務員法第22条の３第１項の規定により臨時的に任用された職

員及び地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項の規定により

臨時的に任用された職員（常時勤務を要するものに限る。） 公民権行

使等休暇、不妊治療のための休暇、妊娠出産休暇、妊娠症状対応休暇  

      、母子保健健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支援 

休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ 

ンティア休暇、子の看護のための休暇及び短期の介護休暇 

(１) 地方公務員法第22条の３第１項の規定により臨時的に任用された職

員及び地方公務員の育児休業等に関する法律第６条第１項の規定により

臨時的に任用された職員（常時勤務を要するものに限る。） 公民権行

使等休暇、不妊治療のための休暇、妊娠出産休暇、妊娠症状対応休暇、

早期流産休暇、母子保健健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支援

休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボラ

ンティア休暇、子の看護のための休暇及び短期の介護休暇 

(２) 前号以外の職員 公民権行使等休暇、不妊治療のための休暇、妊娠

出産休暇、妊娠症状対応休暇       、母子保健健診休暇、妊婦

通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休

暇、災害休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、リフレッシュ休暇、子の

看護のための休暇及び短期の介護休暇 

(２) 前号以外の職員 公民権行使等休暇、不妊治療のための休暇、妊娠

出産休暇、妊娠症状対応休暇、早期流産休暇、母子保健健診休暇、妊婦

通勤時間、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休

暇、災害休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、リフレッシュ休暇、子の

看護のための休暇及び短期の介護休暇 

２ 省略 ２ 現行のとおり 

第16条から第19条まで 省略 第16条から第19条まで 現行のとおり 

 付 則 

 この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 
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第１０８号議案説明資料 

令和５年９月２５日 

件  名 公益的法人等への足立区職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内  容 

 

１ 概要 

「公益財団法人足立区体育協会」が令和５年１０月１日をもって「公益

財団法人足立区スポーツ協会」に名称を変更することに伴い、条例の一部

を改正する。 

 

２ 改正内容 

第２条第１項に定める職員を派遣することができる団体のうち、同項第

７号に掲げる「公益財団法人 足立区体育協会」を「公益財団法人 足立

区スポーツ協会」に改める。 

 

３ 新旧対照表 

別紙のとおり 

 

４ 条例改正（名称変更）の経緯 

日本体育協会は、「現在はスポーツという言葉が体育の概念を包摂して

いる」という理由から、平成３０年に日本スポーツ協会に名称変更した。 

また、東京都体育協会も東京都スポーツ協会に変更する予定であり、令

和６年に国民体育大会が国民スポーツ大会に名称変更する等の情報も得て

いる。 

こうした状況を鑑み、足立区体育協会が令和５年６月２０日の定時評議

員会において、令和５年１０月１日に足立区スポーツ協会に名称変更する

決定をしたことを受け、条例改正を行う。 

 

５ 施行年月日 

令和５年１０月１日 
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公益的法人等への足立区職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○公益的法人等への足立区職員の派遣等に関する条例 ○公益的法人等への足立区職員の派遣等に関する条例 

平成14年３月29日条例第２号 平成14年３月29日条例第２号 

第１条 省略 第１条 現行のとおり 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次に掲げる団体との間の取決めに基づき、当該団体の

業務にその役職員として専ら従事させるため、職員（次項に定める職員を

除く。）を派遣することができる。 

第２条 任命権者は、次に掲げる団体との間の取決めに基づき、当該団体の

業務にその役職員として専ら従事させるため、職員（次項に定める職員を

除く。）を派遣することができる。 

(１)～(６) 省略 (１)～(６) 現行のとおり 

(７) 公益財団法人 足立区体育協会 (７) 公益財団法人 足立区スポーツ協会 

２・３ 省略 

第３条～第１７条 省略 

２・３ 現行のとおり 

第３条～第１７条 現行のとおり 

    付 則 

 この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 
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第１０９号議案説明資料 

令和５年９月２５日 

件  名 足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内  容 

 

１ 概要 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正により、「新型イン

フルエンザ等緊急事態派遣手当」が「特定新型インフルエンザ等対策派遣

手当」に改められたため、条例の改正を行う。 

 

２ 改正内容 

「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」が「特定新型インフルエン

ザ等対策派遣手当」に改められたことに伴う（特別区人事・厚生事務組合

の準則による）規定整備を行う。 

 

【参考（災害派遣手当）】 

本派遣手当は新型インフルエンザ等対策特別措置の実施のための要請

又は求めに応じて、国の行政機関又は他の地方公共団体から派遣された

職員に対し支給する手当である。 

なお、これまで足立区において支給実績はない。 
 

滞在する施設 

 

滞在する期間 

公用の施設又はこれに

準じる施設 

（１日につき） 

その他の施設※１ 

（１日につき） 

３０日以内 

３，９７０円 

６，６２０円 

３０日超～６０日以内 ５，８７０円 

６０日超 ５，１４０円 

※１ ｢その他の施設」とは、旅館業法の旅館・ホテル営業の施設である。 

 

３ 新旧対照表 

別紙のとおり 

 

４ 施行年月日 

公布の日から施行する。 
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足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

○足立区職員の給与に関する条例 ○足立区職員の給与に関する条例 

昭和50年３月31日条例第13号 昭和50年３月31日条例第13号 

第１条 （省略） 第１条 （現行のとおり） 

（給料） （給料） 

第２条 給料は、足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

10年足立区条例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第２条、第３条

第１項及び第２項並びに第５条に規定する正規の勤務時間（第19条第３項

を除き、以下単に「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する報酬

であつて、この条例に定める管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地

域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手

当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当及び災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエ

ンザ等緊急事態派遣手当を含む。）を除いたものとする。 

第２条 給料は、足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成

10年足立区条例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第２条、第３条

第１項及び第２項並びに第５条に規定する正規の勤務時間（第19条第３項

を除き、以下単に「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する報酬

であつて、この条例に定める管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地

域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手

当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当及び災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフ

ルエンザ等対策派遣手当を含む。）を除いたものとする。 

２ （省略） ２ （現行のとおり） 

第３条～第31条 （省略） 第３条～第31条 （現行のとおり） 

（災害派遣手当） （災害派遣手当） 

第32条 次の各号に掲げる職員（以下「派遣職員」という。）には、当該各

号に定める災害派遣手当を支給する。 

第32条 次の各号に掲げる職員（以下「派遣職員」という。）には、当該各

号に定める災害派遣手当を支給する。 

(１) 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第31条又は他の法律の規定

により災害応急対策又は災害復旧のため自己の住所又は居所を離れて足

立区に派遣された職員 同法第32条第１項に規定する災害派遣手当（武

力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年

法律第112号）第154条（同法第183条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合にあつては武力攻撃災害等派遣手当、新型インフル

エンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第44条において準用す

る場合にあつては新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当） 

(１) 災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第31条又は他の法律の規定

により災害応急対策又は災害復旧のため自己の住所又は居所を離れて足

立区に派遣された職員 同法第32条第１項に規定する災害派遣手当（武

力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年

法律第112号）第154条（同法第183条において準用する場合を含む。）に

おいて準用する場合にあつては武力攻撃災害等派遣手当、新型インフル

エンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第26条の８において準

用する場合にあつては特定新型インフルエンザ等対策派遣手当） 
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改正前 改正後 

(２) （省略） (２) （現行のとおり） 

２・３ （省略） ２・３ （現行のとおり） 

第33条・第34条 （省略）  第33条・第34条 （現行のとおり） 

 付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

10



第１１０号議案説明資料 

令和５年９月２５日 

件  名 足立区職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内  容 

 

１ 概要 

新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行に伴い、同感染症への

対応作業に係る特殊勤務手当（防疫等作業手当）が人事院規則で廃止され

たため、条例の改正を行う。 

 

２ 改正内容 

（１）人事院規則に準じて、新型コロナウイルス感染症に係る業務（保健所等

に勤務する職員）に対し支給していた特殊勤務手当（防疫等業務手当）を

廃止する。 

 

【廃止となる防疫等業務手当】 

支 給 範 囲 支 給 額 

新型コロナウイルス感染症の患者

若しくはその疑いがある者に接触し、

又は長時間にわたり接して行う業務 

日額 ４，０００円 

上記（日額4,000円）以外の業務 日額 ３，０００円 

検体の搬送業務 日額   ３９０円 

 

（２）第９条第１項第２号中における児童福祉法「第１２条第２項」を「第

１２条第３項」に改める。 

 

３ 新旧対照表 

別紙のとおり 

 

４ 施行年月日等 

公布の日から施行し、上記２（２）の規定は、令和５年４月１日から適

用する。 
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足立区職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

改正前 改正後 

○足立区職員の特殊勤務手当に関する条例 ○足立区職員の特殊勤務手当に関する条例

平成11年１月29日条例第２号 平成11年１月29日条例第２号 

第１条～第８条 省略 第１条～第８条 現行のとおり 

（福祉業務手当） （福祉業務手当） 

第９条 省略 第９条 現行のとおり 

(１) 省略 (１) 現行のとおり

(２) 児童相談所に勤務する職員が、児童福祉法第11条第１項第２号ホに

定める業務に従事したとき又は同法第12条第２項に定める業務（同法第

11条第１項第２号ホに定める業務を除く。）を行うため家庭訪問、指導、

相談等の業務に従事したとき。 

(２) 児童相談所に勤務する職員が、児童福祉法第11条第１項第２号ホに

定める業務に従事したとき又は同法第12条第３項に定める業務（同法第

11条第１項第２号ホに定める業務を除く。）を行うため家庭訪問、指導、

相談等の業務に従事したとき。 

２ 省略 ２ 現行のとおり 

第10条～第16条 省略 第10条～第16条 現行のとおり 

付 則 付 則 

１ この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ 保健所等に勤務する職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体がベー

タコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国

から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告

されたものに限る。）である感染症をいう。）から区民等の生命及び健康

を保護するために緊急に行われた措置に係る業務であって、規則で定める

ものに従事したときは、防疫等業務手当を支給する。 

 削除 

３ 前項に規定する手当の額は、従事した日１日につき4,000円を超えない範

囲内において、規則で定める。 

 削除 

４ 付則第２項の規定により防疫等業務手当を支給する場合においては、第

14条中「前条まで」とあるのは、「前条まで及び付則第２項」とする。 

 削除 

付 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第９条第１項第２号の規定は、

12



改正前 改正後 

令和５年４月１日から適用する。 
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第１１１号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 旧江北小学校解体その他工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方   株式会社関口興業 

代表取締役 関口 紀六子 

東京都足立区西新井五丁目１５番１０号 

２ 契 約 金 額   ４１６，６８０，０００円（落札率９１．２９％） 

３ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０４５８号 

４ 工 期  契約締結の翌営業日から令和６年９月１５日

まで 

５ 工 事 場 所   足立区江北三丁目５０番１号 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要

ア 校舎棟（ＲＣ造 地上３階建）

イ 体育館棟（Ｓ造 地上２階建）

ウ その他付属棟（ＣＢ造 平屋・Ｗ造 平屋）

（２）延床面積：５，６０１㎡

（３）工事概要

ア 敷地内建築物の解体工事（アスベスト除去含む）

イ 外構工作物の一部撤去工事

ウ 解体後敷地整備工事

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年７月２８日 

（２）入札・開札年月日 令和５年７月２１日

（３）入札参加事業者数 ２者（失格基準価格未満１者）

（４）予定価格 ４５６，４５６，０００円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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旧江北小学校 案内図 

 

旧江北小学校 

江北三丁目５０番１号 

別紙 
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第１１２号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 理科教育設備品の購入について 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方 有限会社あづま商店 

代表取締役 東 英徳 

 東京都足立区千住元町１８番３号 

２ 契 約 金 額 ３９,３７６,３５９円（落札率９９．０１％） 

３ 契 約 方 法 指名競争入札 

４ 契 約 番 号 ５足総契契第０２２０６４号 

５ 納 期 限 令和５年１１月３０日 

６ 納 入 場 所 千寿小学校外１０１校 

７ 契 約 内 容

理科教育設備整備のための物品購入 

（１）小学校

ア 生物顕微鏡  ４６９台 

イ 理科実験観察撮影装置  ６７台 

（２）中学校

ア オームの法則実験器  ３５０台 

８ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月２日 

（２）入札日・開札日  令和５年７月２６日 

（３）指名業者 １０者（予定価格超過５者、辞退４者） 

（４）予定価格 ３９，７６８，８６７円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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第１２８号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 本庁舎７号エレベーターほか５基昇降機改修工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方   東芝エレベータ株式会社東京支社 

支社長 塩路 孝也 

東京都品川区大井一丁目２８番１号 

２ 契 約 金 額   ４６７，５００，０００円（落札率９８．８５％） 

３ 契 約 方 法  特命随意契約 

かご本体、乗り場扉やレールなど既存の部材

を再使用し、工事費の縮減、工期の短縮及び騒

音・振動の低減を図るため、既存の昇降機メー

カーしか施工できない。

（地方自治法施行令１６７条の２第１項第２号） 

４ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０５５９号 

５ 工 期  契約締結の翌営業日から令和７年２月２１日

まで 

６ 工 事 場 所   足立区中央本町一丁目１７番１号 

７ 工 事 内 容 

（１）昇降機改修工事

ア エレベーター６基

８ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月２１日 

（２）見積書提出日 令和５年８月２１日 

（３）見積参加事業者数 １者

（４）予定価格 ４７２，９５６，０００円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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足立区役所 本庁舎 案内図 

足立区役所 本庁舎 

中央本町一丁目１７番１号 

別紙 

18



第１２９号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 中央本町地域学習センター大規模改修工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方   株式会社似鳥工務店 

代表取締役 似鳥 絢哉 

東京都足立区西伊興三丁目２番２４号 

２ 契 約 金 額   ７４４，７００，０００円（落札率９８．７７％） 

３ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０５１８号 

４ 工 期  契約締結の翌営業日から令和７年１月３１日

まで 

５ 工 事 場 所   足立区中央本町三丁目１５番１号 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要

ア 構造・階数 本体棟（ＲＣ造 地上３階、地下１階建）、

大型倉庫（Ｓ造 平屋）、ごみ置場（ＲＣ造 平屋）

イ 敷地面積  ４，６２０．７８㎡ 

ウ 建築面積  ２，０４８．２８㎡ 

エ 延床面積  ４，３５８．５５㎡ 

（２）工事概要

ア 外壁改修工事

イ 防水改修工事

ウ 内装改修工事

エ 建具改修工事

オ 外構改修工事

カ 撤去工事

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月２９日 

（２）入札・開札年月日 令和５年８月２２日

（３）入札参加事業者数 ６者（予定価格超過２者、辞退３者）

（４）予定価格 ７５３，９７６，０８０円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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中央本町地域学習センター 案内図 

中央本町地域学習センター 

中央本町三丁目１５番１号 

別紙 
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第１３０号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 中央本町地域学習センター大規模改修電気設備工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方   株式会社ケー・ディ・エヌ 

代表取締役 佐藤 好子 

東京都足立区梅島一丁目２５番６号 

２ 契 約 金 額   ２８３，８００，０００円（落札率８９．９５％） 

３ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０５２１号 

４ 工 期  契約締結の翌営業日から令和６年１１月１５

日まで 

５ 工 事 場 所   足立区中央本町三丁目１５番１号 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要

ア 構造・階数 本体棟（ＲＣ造 地上３階、地下１階建）、

大型倉庫（Ｓ造 平屋）、ごみ置場（ＲＣ造 平屋） 

イ 敷地面積  ４，６２０．７８㎡ 

ウ 建築面積  ２，０４８．２８㎡ 

エ 延床面積  ４，３５８．５５㎡ 

（２）工事概要

ア 電灯設備工事

イ 動力設備工事

ウ 監視カメラ設置工事

エ 放送設備工事

オ 自動火災報知設備工事

カ ＥＶ改修工事

キ 太陽光発電設備工事

ク 撤去工事

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月３１日 

（２）入札・開札年月日 令和５年８月２３日

（３）入札参加事業者数 ８者（予定価格超過３者、辞退１者、

低入札調査価格未満１者） 

（４）予定価格 ３１５，５１３，０００円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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第１３１号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 中央本町地域学習センター大規模改修機械設備工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方   株式会社水工房 

代表取締役 青木 大輔 

東京都足立区加賀一丁目５番４号 

２ 契 約 金 額   ２３３，３１０，０００円（落札率９１．６８％） 

３ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０５１９号 

４ 工 期  契約締結の翌営業日から令和６年１１月１５

日まで 

５ 工 事 場 所   足立区中央本町三丁目１５番１号 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要

ア 構造・階数 本体棟（ＲＣ造 地上３階、地下１階建）、

大型倉庫（Ｓ造 平屋）、ごみ置場（ＲＣ造 平屋） 

イ 敷地面積  ４，６２０．７８㎡ 

ウ 建築面積  ２，０４８．２８㎡ 

エ 延床面積  ４，３５８．５５㎡ 

（２）工事概要

ア 衛生器具設備改修工事

イ 給水設備改修工事

ウ 給湯設備改修工事

エ 排水設備改修工事

オ ガス設備改修工事

カ 空調設備改修工事、再取付工事

キ 換気設備改修工事

ク 消火設備改修工事

ケ 撤去工事

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月３０日 

（２）入札・開札年月日 令和５年８月２３日

（３）入札参加事業者数 ５者（予定価格超過３者）

（４）予定価格 ２５４，４８５，０００円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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第１３２号議案説明資料
令和５年９月２５日 

件  名 
竹ノ塚駅西口駅前広場暫定整備及び区画街路第１４号線街路部整備工事

請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内  容 

１ 契約の相手方  内田建設株式会社 

代表取締役 廣田 彰人 

東京都足立区竹の塚五丁目６番５号 

２ 契 約 金 額   ２９９，９７０，０００円（落札率９９．９９％） 

３ 契 約 番 号   ５足総契契第０１０５１７号 

４ 工 期  契約締結の翌営業日から令和７年２月２８日

まで 

５ 工 事 場 所   足立区西竹の塚二丁目１番から７番先 

６ 工 事 内 容 

（１）交通広場整備工事 約２，１００㎡

（２）街築工事 約１９０ｍ

（３）工事概要

ア 土工

イ 排水構造物工

ウ 舗装工

エ 交通安全施設工

オ 撤去工

カ 電気設備工

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日 令和５年８月３１日 

（２）入札・開札年月日 令和５年８月２４日

（３）入札参加事業者数 ４者（予定価格超過３者）

（４）予定価格 ３００，０１４，０００円（事後公表） 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。
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竹ノ塚駅西口駅前広場及び区画街路第１４号線 案内図 

 

 

 

竹ノ塚西口駅前広場及び区画街路第１４号線 

西竹の塚二丁目１番から７番先 

別紙 
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第 １ ３ ３ 号 議 案 説 明 資 料  
令和５年９月２５日 

件   名 災害備蓄用アルファ化米等の購入及び入れ替えについて 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

１ 契約の相手方   廣瀬産業株式会社 東京支店 

東京支店長 森田 晃弘 

東京都足立区千住宮元町２３番２号 

２ 契 約 金 額   ６２，４５８，７７６円（落札率９９．７９％） 

３ 契 約 方 法   指名競争入札 

４ 契 約 番 号   ５足総契契第０２２１１０号 

５ 納 期 限   令和６年１月３１日 

６ 納 入 場 所   災害対策課指定場所 

７ 契 約 内 容    

災害備蓄用アルファ化米等を購入し、現在備蓄してあるものと入れ替え

る。 

（１）アルファ化米(五目ご飯)     ６４，８００食 

（２）アルファ化米(わかめご飯)    ６６，３５０食 

（３）アルファ化米(梅粥)        １，５５０食 

（４）クラッカー           ８９，２５０食 

（５）栄養機能食品（固形タイプ）   １８，６４０食 

８ そ の 他 

（１）仮契約年月日   令和５年８月２４日 

（２）入札日・開札日  令和５年８月１７日 

（３）指名業者     １０者（予定価格超過８者、辞退１者） 

（４）予定価格     ６２，５８７，４９９円（事後公表） 

 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。 
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第 １ ３ ４ 号 議 案 説 明 資 料  
令和５年９月２５日 

件   名 南館地下１階非常用照明用蓄電池の買替について 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

１ 契約の相手方   エナジーシステムサービスジャパン株式会社 

産業事業本部 

産業事業本部長 和田 輝彦 

東京都大田区平和島六丁目１番１号 

２ 契 約 金 額   ２１，１７５，０００円（落札率５０．０９％） 

３ 契 約 方 法   指名競争入札 

４ 契 約 番 号   ５足総契契第０２２１０８号 

５ 納 期 限   令和６年２月２９日 

６ 納 入 場 所   足立区中央本町一丁目１７番１号 

（南館地下１階蓄電池室） 

７ 契 約 内 容    

南館地下１階の非常用照明用蓄電池（５４セル）を更新する。 

型式：制御弁式据置鉛蓄電池 

容量：１０８ｖ－２０００Ａｈ／１０ＨＲ 

数量：５４セル 

８ そ の 他 

（１）仮契約年月日   令和５年８月２４日 

（２）入札日・開札日  令和５年８月１７日 

（３）指名業者     １０者 

（予定価格超過２者、辞退２者、不参加１者） 

（４）予定価格     ４２，２７３，０００円（事後公表） 

 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。 

 

 

 

26


